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【 議 決 年 月 日 】 令 和 4 年 2 月 22 日 


【 提 出 先 】 衆 議院 議長 


【 件 





当 市 の 1 次 産業 は 、 








組ん で きた こと に より 、 転 作 1 


参議 院 議長 内 閣 総理 大 臣 
名 】 水田 活用 の 直接 支払 交付 金 の 拡充 ・ 見 直し 及び 米価 下落 に 対す る 意見 書 


水田 と 畜産 業 を ヨ 
産 額 が 占め て いる 、 中 山間 地 と いう 環境 の 中 に あっ て 、 
根幹 を 成 し て きた 。 国 が 進め て きた 減反 政策 に 
























































財務 大 臣 農林 水産 大 臣 


E と し た 農業 構造 で あり 、 そ の 中 の 約 57% を 音 産 生 
畜 連 携 に よる 経営 は 農業 基盤 の 
基づき 、 転 作 牧 草 へ の 転換 を 積極 的 に 
E 物 の 50% 以上 を 牧草 が 占め る まで と な っ て いる 。 




















取り 


この よう な 農家 の 協力 的 な 姿勢 の 下 に 確立 され て きた 農業 構造 に 対 し 、 令 和 4 年 度 か ら 
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推し 進め よう と し て いる 「 水 田 活用 の 直接 支払 交付 金 」 の 拡充 ・ 見 
農業 経営 の 確立 を 大 きく 名 か す も の で ある 。 
転作 牧草 (多年 生 牧草 ) に 対す る 戦略 作物 助 


























の 水 張り が 要件 と な り 、 水 張り が 行 








農業 生産 現場 の 実情 を 


























また 、 当 市 の 個人 経営 体 の 基 
持続 可能 な 農業 の 確立 が 大 き な 
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見 書 を 提出 する 。 








困難 や 耕作 放棄 地 が 増加 する こと は 明らか で あり 、 
保全 、 原 風景 保護 、 関 連 産業 等 、 


つい て は 、 次 の こと に つい て 、 











「 永 遠 の 
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し は 、 将 来 の 持続 的 


成 の 大 幅 減額 、 令 和 4 年度 か ら 5 年 間 に 一 度 
われ な か っ た 場合 に 交付 対象 か ら 除 外さ れる 方 針 は 、 
・ 視 し た 一 方 的 な 政策 と 捉え ざる を 得 な 





\。 こ の こと に より 、 経 営 
日 本 の ふる さと 遠野 」 の 景観 


農業 を 基幹 と する 当 市 の 地域 経済 へ の 影響 は 甚大 で ある 。 











地方 自 





治 法 (昭和 22 年 法律 第 67 号 














1 水田 活用 の 直接 支払 交付 金 の 拡充 ・ 見 直し を 撤回 する こと 。 
2 米価 下落 対策 の 救済 措置 を 確立 する こと 。 











幹 的 農業 従事 者 は 1, 942 人 、 高 齢 化 率 が 40% を 』 
課題 と な っ て いる と ころ に 、 
り 農 業 経営 は 極め て 厳し い 深刻 な 状況 下 に ある に も か か わら ず 、 
尽 で あり 、 断 固 受け 入れ で き な い 。 


令 和 3 年産 米 の 米価 
この 度 の 制度 見 直し は 誠 
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四 え て お り 、 
h 下 沙 に よ 





こよ り 意 
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【 議 決 年 月 日 】 令 和 4 年 3 月 10 日 
【 件 名 】 岩 泉町 地 消 地産 の 推進 に 関す る 条例 
私 た ちの 町 岩泉 は 、 本 州 一 の 広大 な 町 と し て 豊か な 自然 と 気候 に 恵まれ 、 世 界 三 大 漁場 
で ある 三陸 沖 に 面 し 、 古 く か ら 漁 業 が 盛ん に 行わ れる と と も に 、 近 代 に お いて は 畜産 ・ 四 
農 の 地 と し て その 名声 を 高め 、 現 在 は 日 本 有数 の まつ た け の 産地 と し て も 有名 で ある 。 
し か し な が ら 、 人 口 減少 、 少 子 高齢 化 等 に より 農林 水産 業 の 担い 手 不 足 及 び 耕 作 放 径 地 
の 増加 が 進み 、 東 日 本 大 震 災 及び 平成 28 年 台風 第 10 号 豪雨 災害 に よる 甚大 な 被害 が これら 
の 産業 の 衰退 に ます ます 拍車 を か け て いる 今 、 町 を 取り 巻く 環境 は 大 き な 転 換 期 を 迎え て 
いる 。 
また 、 輸入 自 由 化 や 「 食 」 の 安全 性 及び 信頼 性 を 損なう 事態 が 生じ て いる こと を 背景 に 、 
町 民 の 「 食 」 に 対す る 不安 と 関心 が 一 層 高 まっ て いる 状況 で 、 町 内 の 「 食 」 に 関わ る 者 が 
率先 し て 農林 水産 物 等 を 用 いる と と も に 、 教 育 、 福 祉 、 観 光 等 あら ゆる 場 に 「 食 育 」 を 推 













































































































































































































































































































































































し 進め て いか な けれ ば な ら な い 。 

ここ に 、 食 を 通し て 町 内 で 生活 する 消費 者 と 生産 者 の 架け 橋 と な る 「 地 消 地産 」 の 推進 
を 図り 、 真 に 豊か な 地域 社会 を 創造 する こと を 決意 し 、 こ の 条例 を 制定 する 。 

(目的 ) 
第 1 条 この 条例 は 、 地 消 地産 の 推進 に 関す る 基本 理念 を 定め 、 町 、 生 産 者 、 生 活 者 及び 




































































事業 者 の 役割 を 明らか に する と と も に 、 安 全 で 安心 な 農林 水産 物 等 の 安定 供給 及び 食 育 
連携 を 図る こと に より 、 町 の 特色 ある 農林 水産 業 の 持続 的 な 発展 を 促し 、 健 康 で 豊か な 
町 民生 活 の 実現 に 資す る こと を 目的 と する 。 

( 
























































当該 各 号 に 定め る と ころ に 








第 2 条 この 条例 に お いて 、 次 の 各 号 に 揚げ る 用 語 の 意義 は 、 
よる 。 
(1) 地 消 地産 地域 で 消費 する 農林 水産 物 等 を 当該 地域 で 生産 する こと を い 2 う 。 
(2) 食 育 食 に 関す る 知識 及び 食 を 選択 する 力 を 習得 し 、 健全 な 食 生 活 を 実践 で 
きる 人 間 を 育て る こと を いう 。 
(3) 農林 水産 物 等 町 内 で 生産 され た 農産 物 、 林 産物 及 び 水 産物 並び ば に これ ら を 
加工 し た 食品 を いう 。 
(4) 生産 者 農林 水産 物 等 を 生産 する 者 を いう 。 
(5) 生活 者 町 内 で 生活 し 、 農 林 水 産物 等 の 消費 者 と な る 者 を いう 。 
(6) 事業 者 町 内 で 農林 水産 物 等 の 製造 、 加工 、 流通 若しくは 販売 又は 飲食 の 提 
其 を 業 と し て 行う 者 を いう 。 
(基本 理念 ) 
第 3 条 地 消 地産 の 推進 は 、 次 に 揚げ る 基本 理念 に 基づい て 行う も の と する 。 
(1) 町 、 生 産 者 、 生 活 者 及び 事業 者 が 連携 し 、 町 の 農林 水産 業 及び 農林 水産 物 
等 に 関す る 情報 を 共有 化す る こと に より 、 互 い の 立 場 を 理解 し て 、 信 頼 関係 
を 構築 し 、 協 力 す る よう 努め る も の と する 。 
(2) 農林 水産 物 等 の 生産 か ら 販 売 ま で の 過程 に お いて 、 安 全 で 安心 な 農林 水産 
物 等 を 生活 者 に 安定 供給 で きる よう 努め る と と も に 、 町 の 農林 水産 業 の 振興 
が 図ら れる よう 努め る も の と する 。 
(3) 町 の 農林 水産 業 に 関す る 良好 な 景観 、 自 然 環境 等 の 地域 資源 を 活用 する こ 
と に より 、 農 林 水 産業 の 活性 化 及び 都市 と の 共存 が 図ら れる よう 努め る も の 








































































































































































































と する 。 
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(4) 生活 者 一 人 一 人 に 食 の 重要 性 が 理解 さん る と と も に 、 
活 の 維持 向上 が 図ら れる よう 努め る も の と する 。 
(町 の 役割 ) 

第 4 条 町 は 、 前 条 の 基本 理念 に 基づき 、 生 産 者 、 生 活 者 及び 事業 者 と 連携 し 、 地 

消 地産 の 推進 に 関す る 施策 を 実施 する も の と する 。 

(生産 者 の 役割 ) 

5 条 生産 者 は 、 自 ら が 生産 する 農林 水産 物 等 が 生活 者 の 健康 を 支え を て いる こと 

を 自覚 し 、 責 任 を 持っ て 農林 水産 物 等 の 安全 性 の 確保 に 取り 組む も の と する 。 
2 生産 者 は 、 自 ら が 生産 する 農林 水産 物 等 の 品質 に 関す る 情報 を 積極 的 に 生活 者 
に 提供 する よう 努め る も の と する 。 
3 生産 者 は 、 町 が 実施 する 地 消 地産 の 推進 に 関す る 施策 に 協力 する も の と する 。 
(生活 者 の 役割 ) 

第 6 条 生活 者 は 、 農 林 水 産物 等 の 安全 性 を 確保 する た め の 生 産 者 の 取組 を 理解 す 
る と と も に 、 農 林 水 産物 等 を 優先 的 に 使用 する よう 努め る も の と する 。 

2 生活 者 は 、 町 が 実施 する 地 消 地産 の 推進 に 関す る 施策 に 協力 する と と も に 、 家 
庭 及 び 地 域 に お いて 食 育 の 推進 に 努め る も の と する 。 

(事業 者 の 役割 ) 

第 7 条 事業 者 は 、 生産 者 及び 生活 者 と 連携 し て 地 消 地産 の 推進 に 取り 組み 、 町 が 
実施 する 地 消 地産 の 推進 に 関す る 施策 に 協力 する も の と する 。 

( 地 消 地産 の 推進 に 関す る 砂 発 活動 等 ) 

第 8 条 町 は 、 地 消 地産 の 推進 に 対す る 生活 者 の 関心 及び 理解 を 深め 、 そ の 推進 に 
関す る 活動 を 行う 生活 者 の 意欲 を 増進 する た め の 啓 発 活動 、 情 報 の 提供 その 他 必 

要 な 施策 を 実施 する も の と する 。 

(生産 者 、 生 活 者 及び 事業 者 の 情報 の 共有 等 ) 

第 9 条 町 は 、 生産 者 、 生 活 者 及び 事業 者 が 地 消 地産 に 関す る 情報 の 共有 及び 相互 
理解 を 進め て いく た め の 必 要 な 施策 を 実施 する も の と する 。 

(町 の 施設 に お ける 農林 水産 物 等 の 優先 使用 

第 10 条 町 は 、 学校 、 こ ども 園 そ の 他 町 の 施設 に お いて 給食 その 他 食 の 提供 及び 相 
互 理 解 を 進め て いく た め の 必 要 な 施策 を 実施 する も の と する 。 

(農林 水産 資源 を 活用 し た 施策 ) 

第 11 条 町 は 、 農林 水産 業 の 振興 及び 活性 化 を 図る た め 、 地域 の 農林 水産 資源 を 活 
用 し て 、 生産 者 、 生活 者 及び 事業 者 間 に お ける 相互 の 交流 及び 農林 水産 資源 に 対 
する 理解 を 深め る た め の 必 要 な 施策 を 実施 する も の と する 。 

( 食 育 と の 連携 ) 

第 12 条 町 は 、 地 消 地産 の 推進 に 当たっ て は 、 生 活 者 が 生涯 に わた っ て 健全 な 心身 
を 培い 、 豊 か な 人 間 性 を 育む ひこ と が で きる よう 、 家庭 、 学 校 、 地 域 等 に お ける 食 

育 の 推進 に 関す る 施策 と の 連携 を 図り 、 効 果 的 に 実施 する も の と する 。 

( 地 消 地産 推進 計画 の 策定 ) 

第 13 条 町 は 、 地 消 地産 の 推進 に 関す る 施策 を 計画 的 に 推進 する た め 、 総合 的 か つ 
効果 的 な 地 消 地産 推進 計画 を 策定 する も の と する 。 


健康 で 文化 的 な 食 生 
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この 条例 の 施行 に 関し 必要 な 事項 は 、 町 長 が 別に 定め る 。 
附 則 
この 条例 は 、 公 布 の 日 か ら 施行 する 。 
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【 議 決 年 月 日 】 令 和 4 年 3 月 11 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 参議 院 議長 内 閣 総 理大 臣 法務 大 臣 
【 件 名 】 再審 法 (刑事 訴訟 法 の 再審 規定 ) の 改定 を 求め る 意見 書 

















人 的 と し た 制度 で あり 、 
えん 罪 被害 者 は 速やか に 救済 され な けれ ば な ら な い 。 

し か し 、 現 行 の 再審 制度 は 、 再 審 請 求 手続 き に お ける 全面 的 な 証拠 開示 が 義務 付け され 
て いな いこ と や 、 再 審 開 始 決 定 に 対す る 検索 官 の 不服 申 し 立て が 認め られ て いる こと に よ 
っ て 、 再 審決 定 が 長期 化す る な ど 、 制 度 が 十分 に 保障 され る 仕組 み に な っ て いな い 。 再審 
開始 決定 を 得 た 事件 の 多く で は 、 開 示さ れ た 証拠 が 再審 開始 の 判断 に 影響 を 及ぼ し て お り 、 
再審 請求 の 手続 き に お ける 証拠 開示 の 制度 化 の 重要 性 は 明らか で ある 。 し か る に 証拠 開示 
に か か わる 明文 の 規定 は 存在 せ ず 、 裁 判 所 の 裁量 に 和 要 ね られ て いる 。 MS 
れ た 刑事 訴訟 法 の 附則 に お いて 、 政 府 は この 法律 の 公布 後 、 速 や か に 再審 請求 審 に お ける 
A ON eS i oer 
め ら れ て いる 。 
また 、 検 府 官 が 再審 開始 決定 に 不服 が ある 場合 に は 、 再 審 の 場 に お いて その よう な 主張 
を 行う 機会 が 保障 され て いる も の で ある か ら 、 再 審 請 求 手続 き の 長 期 化 を 招く 不服 申し 立 
て は 行え な いよ うに すべ き で ある 。 

よっ て 、 え ん 罪 被害 者 を 一 刻 も 早く 救済 する た め 、 次 の 
や か に 改正 する よう に 要望 する 。 
































































































































































































































項 に つい て 、 刑 事 訴訟 法 を 速 


Bl 








記 
1. 再審 請求 手続 き に お ける 全面 的 な 証拠 開示 を 制度 化す る こと 。 
2. 再審 開始 決定 に 対す る 検 侍 官 の 不服 申 し 立て が で き な い よう に 制度 を 改正 する 
Se 











































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 




















市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








住 田 町 





【 議 決 年 月 日 】 令 和 4 年 3 月 11 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 参議 院 議 長 内 閣 総理 大 臣 農林 水産 大 臣 


【 件 名 】 


政府 は 、 深 


ズ 


「 水 田 活用 の 直接 支払 交付 金 」 の 見 直し の 中 止 を 求め る 意見 書 














な 米価 下落 対策 に 十分 な 対策 を と ら な いま ま 、 令 和 3 年 11 月 19 日 、 新 














た に 2 6 万 "> の 主食 米 生産 数 量 を 削減 する 計画 を 発表 し た 。 
同時 に 、 令 和 4 年 度 か ら 「 水 田 活用 の 直接 支払 交付 金 」 を 見 直す こと を 発表 し た 。 そ の 





内 容 は 、 


















































1) 水路 や 星 畔 が な く 、 令 和 4 年 度 か ら 5 年 間 、 水 張り が 行わ れ な い 農 地 に つい て は 、 


令 和 9 年 度 以降 交付 の 対象 と し な い 。 
2) 多年 生 作物 (牧草 ) に 対す る 支援 は 従来 すべ て の 飼料 作物 に つい て 1 0 アー ル 当 
































た り 35, 000 円 交付 され て いた が 、 令 和 4 年 度 か ら は 、 当 年 産 に お いて 播種 を 行わ ず 





収穫 を 行う も の は 1 0 アー ル 当 た り 10, 000 円 に 減額 する 。 




















3) 飼料 用 米 の 複数 年 加算 1 0 アー ル 当 た り 12, 000 円 を 廃止 する 。 


と いう も の で ある 。 
これ が 実施 され れ ば 、 永 年 性 作物 や 牧草 地 利用 な ど 、 転 作 に 協力 し て きた 農家 へ の 打撃 
は 計り 知れ ず 、 



































作物 が 作り づら く な り 遊 休 荒 廃 地 が 増え 、 条 件 不利 地 の 離 農 を 促進 する も 








の で ある 。 長 年 、 減 反 に 協力 し て きた 農家 を 交付 金 の 対象 か ら 排除 する こと は 、 生 産 調整 





に 協力 し 、 転 作 作物 の 生産 拡大 に 取り 組ん で いる 農家 に 対す る 重大 な 裏切り で 、 水 田 ・ 日 

















本 農業 を 維持 で き な く させ る も の で あり 、 到 底 受 け 入 れ ら れ な い 。 






































政府 自身 が 掲げ る 食料 自給 率 4 5% の 目標 達成 に 逆行 する も の で ある 。 今 な すべ きこ と 


は 、 農 政 の 流れ を 根本 か ら 転 換 し 、 米 か ら の 転作 対応 に と ど ま る の で は な く 、 水 田 ・ 畑 地 
に 関わ ら ず 農地 が 維持 され 、 多 面 的 機能 が 一 層 発 揮 さ れ 、 農 業 生産 の 発展 と 食料 自給 率 の 
向上 が 達成 で きる よう に する こと で ある 。 

以上 の 趣旨 に 基づき 、 下 記 の 事項 に つい て 強く 要望 する 。 
























































記 











1 「 水 田 活用 の 直接 支払 交付 金 」 の 見 直し を 行わ な いこ と 。 











以上 、 地 方 E 



































治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 、 意 見 書 を 提出 する 。 

















市 町 村 議会 名 








大 船渡 市 



































































































































意見 書 の 内 容 

【 議 決 年 月 日 】 令 和 4 年 3 月 15 日 

【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 厚生 労働 大 臣 財務 大 臣 総務 大 臣 

【 件 名 】 安 全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 ・ 福 祉 を 実現 し 国民 の いのち と 健康 を 守る た め の 

意見 書 

新型 コロ ナウ イル ス に よる 感染 拡大 は 、 経 済 活動 や 国民 生活 に 深刻 な 影響 を 及ぼ し 、 医 
療 体制 の 脆弱 さ を 鮮明 に し 玉 民 の いのち と 健康 が 轟 か さ れる 事態 が 繰り 返し 起き て い 
> 

この コロ ナ 袖 で 明らか に な っ た こと は 、 感 染 症 対 策 を 中 心 的 に 担う 公立 ・ 公 的 病院 の 役 
割 の 重要 性 及び 感染 症 病床 や 集中 治療 室 の 大 幅 な 不足 、 医 師 ・ 看 護 師 ・ 介 護 職員 の 人 員 不 
足 、 保 健 所 ・ 保 健 師 の 不足 な ど で あ る 。 
































| 


ロナ 福 に お ける 教訓 は 、 医 療 ・ 介 護 ・ 福 祉 の よら な る 充実 で あり 、 国 民 の いのち と 健 
康 、 暮 らし を 守り 、 新 た な ウイ ルス 感染 症 や 大 規模 災害 な どの 事態 に 備 を る こと で ある 。 
以上 を 踏ま え 、 地 域 住 民 の いのち と 健康 を 守る 立場 か ら 下記 の 事項 に つい て 国 に 要望 す 
る 。 















































記 
1 安全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 ・ 福 祉 提供 体制 を 確保 する こと 。 
1) 医師 、 看 護 師 、 医 療 技術 職員 、 介 護 職 員 等 を 大 幅 に 増員 し 、 夜 勤 改 善 等 、 勤 務 環境 
と 処 過 を 改善 する こと 。 
(2) 公立 、 公 的 病院 の 再編 統合 や 病床 削減 方 針 を 見 直す こと 。 
2 保健 所 の 増設 な ど 公 衆 衛生 行政 の 体制 を 拡充 し 、 保 健 師 等 を 大 幅 に 増員 する こと 。 


































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 


























市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








花 巻 市 





【 議 決 年 月 日 】 令 和 4 年 3 月 16 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 参議 院 』 議長 内 閣 総 理大 臣 法務 大 臣 総務 大 臣 


内 閣府 特命 担当 大 臣 


【 件 名 】 選択 的 夫婦 別姓 制度 に つい て 法制 化 を 求め る 意見 書 

















現行 の 民法 で は 、 婚 如 時 に 男女 どちら か が 一 方 の 姓 に 変更 し な けれ ば な ら ず 、 同 姓 、 別 


姓 を 選択 する E 









































は あり ませ ん 。 本来 どちら の 姓 を 選択 し て も よい に も か か わら ず 、 実 際 









































に は 9 割 以上 の 女性 が 夫 の 姓 に 変更 し て お り 、 男 女 平等 の 観点 か ら も 問題 視 さ れ て いま す 。 





また 、 結 婚 








に 際 し て 夫婦 同姓 を 法律 で 強制 し て いる 国 
た 現状 を 人 権 問 題 と 捉え 、 国 際 連 合 の 女性 差別 撤廃 要員 会 は 、3 度 に わた り 日 本 政府 に 基 
正 勧告 を 行っ て いま す 。 


























は 、 世 界 で 日 本 だ け で す 。 こ うし 





















































それ に も か か わら ず 、1 9 9 6 年 に 法制 審議 会 が 選択 的 夫婦 別姓 の 導入 を 答申 し て か ら 
既に 四半 世紀 を 迎え ます が 、 国 会 で の 議論 は 進ん で いま せん 。 

近年 は 初婚 年 齢 が 上 昇 し 、 男 女 と も に 生ま れ 育 っ た 氏名 で 信用 、 実 績 、 資 産 等 を 人 築い た 
時 期 に 結婚 する ケー ス が 多く 、 改 姓 に 必要 な 手続 は 炉 雑 さ を 増し 、 戸 籍 どおり の 姓 で キャ 
リア を 継続 し た い 、 男 女 対 等 で や り た いと 望む が ゆえ に 事実 婚 を 選択 せ ざ る を 得 な い 夫 婦 
が 少な く な いと み ら れ ます 。 別姓 で 結婚 し た く て も で き な い 、 さ ら に 事実 婚 で は 子供 の 婚 
外 子 問題 、 相 続 、 契 約 、 税 金 の 優遇 な ど 様 々 な 公 的 サー ビス が 受け られ な いな ど 二 重 の 不 











利益 が 生じ ま 
2 0 18 年 に 
と 答え た 国民 ! 












































































































































内 開府 が 公表 し た 世論 調査 で は 、 選択 的 夫婦 別姓 制度 の 導入 に 准 成 ・ 容 認 
は 6 6. 9% で 、 反 対 の 29. 3% を 大 きく 上 回 り 、 特 に も 30 代 で は 8 4. 

















4% に 上 り 、 若 い 世 代 ほ ど 理 解 を 示し て いま す 。 
選択 的 夫婦 別姓 制度 は 「 選 択 的 」 と いう 言葉 の 示す と お り 、 家 族 で 同じ 姓 の ほう が 一 体 


感 が 深まる と 同姓 を 希望 する カッ プル 、 別 姓 を 望む カッ プル それ ぞ れ に 対し 、 選 択 の 自 | 












































と 多様 性 を 認め る 制度 で あり ます 。 女性 ・ 男 性 どちら も 改姓 に よる 不利 益 を 被る こと な く 、 
老後 も 法 的 な 家族 と し て 支え 合え る 誰 も が 生き や すい 社会 を 実現 する た め に 速やか に 民法 








を 改正 し 、 選 ] 


以上 、 地 方 E 














択 的 夫婦 別姓 制度 を 法制 化す る こと を 求め ます 。 









































ーー 





治 法 第 9 9 条 の 規定 





こ 基 づき 意見 書 を 提出 し ます 。 

















市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








花巻 市 





【 議 決 年 月 日 】 令 和 4 年 3 月 16 日 
【 提 出 先 】 衆 議院 議長 参議 























国 が 本 年 1 月 に 示 し た 令 和 4 








院 議長 内 閣 総 理大 臣 財務 大 臣 農林 水産 大 臣 
【 件 名 】 令 和 4 年 度 の 水田 活用 の 直接 支払 交付 金 の 見 直し に 対す る 意見 書 














F 度 の 水田 活用 の 直接 支払 交付 金 の 見 直し は 、 国 古 で も あ 
































る 主要 農産 物 の 食料 自給 率 向上 に 影響 を 与え か ね な い 間 題 を は らん で いる 内 容 と 言わ む ざ る 





を 得 ま せん 。 


地 の 集積 ・ 集 約 を 進め 、 産 地 づ くり に 』 
































特に 、 交 付 対 象 か ら 除 外さ れる 農地 が 生ずる こと は 、 こ れ ま で の 国 の 方 針 に の っ と り 農 
肥 り 組ん で きた 農業 生産 者 や 農業 経営 体 に 与え る 影 
鑑 は 大 きく 、 農 地 と し て の 維持 は も と より 、 耕 作 が 困難 と な り 耕 作 放棄 地 の 増 加 や 離農 者 


















































の 増加 に つなが る 懸念 が 大 きい こと か ら 、 関 係 者 か ら は 本 制度 見 直 し の 撤回 を 求め る 声 が 





強く 出さ れ て い 

また 、 多 年 生 作物 に 対す る 戦略 作物 助成 の 単価 見 直 
騰 が 続い て いる 現況 下 に お いて 、 令 和 4 年 度 か ら の 運 
方 の 関係 者 に 混乱 を 生じ させ て いま 


























さら に 、 彫 場 整 備 に 取り 組む 地 





す 。 


区 に あっ て は 、 営 農 計 画 の 再 検討 が 必須 と な り 、 地 域 特 
性 を 生か し た 集落 営農 の 推進 に 対す る 影響 は 計り 知れ ませ ん 。 






























































し に つい て も 、 特 に 輸入 乾 牧草 の 高 
] は 性 急 に 過ぎ 、 貸 手 側 、 借 手 側 双 

































































この こと か ら 、 令 和 4 年 度 の 水 
に つい て 確実 な 実現 を 図ら れる よう 強く 求め ます 。 

















1 制度 の 見 直し に より 交付 対象 水 
農業 水利 施設 


いよ う 、 地 域 の 実情 に 合っ た 1 



































活 





H の 直接 支払 交付 金 の 見 直し に つい て は 、 下 記事 項 























日 か 





ら 除 外さ れる 農地 が 生ずる こと は 、 農 地 の 維 持 や 














の 管理 が 困難 と な る こと が 想定 され 、 結 果 的 に 国土 の 荒廃 に も つなが る お 
それ が ある こと か ら 、 実 施 に 当たっ て は 、 離 農 者 及び 耕作 放 径 地 の 増 加 を 招く こと の な 

















2 国土 保全 と 農地 及び 集落 維持 を 









































骨 度 内 容 と する こと 。 





図る 












































た め 、 交 付 対 象 水田 を 畑地 化し た 場合 に あっ て も 、 











土地 利用 型 の 営農 形態 に あっ て も 、 農 業 生産 者 の 所 得 が 減少 する こと な く 、 意 欲 を 持っ 





て 生産 活動 に 取り 組め る 新た な 支援 措置 を 速やか に 講ず る こと 。 




















3 水田 を 借用 し て 
































給 飼料 の 確保 に 努 
生 作物 の 扱い の 見 直し に よっ て 交付 金 が 削減 され た 場合 に は 賃借 料 の 負担 増 が 見 込ま 








め て いる 斉 産 農家 が 多い 中 に あっ て 、 今 回 の 多年 












































れ 、 間 産 農家 が 農地 を 返却 する こと や 、 経 営 圧 迫 に よる 廃業 も 懸念 され 、 結 果 的 に 耕作 
放棄 地 の 増 加 に も つなが る こと か ら 、 交 付 金 の 削減 に 対す る 応 分 の 支援 を 加味 し た 内 容 




















よる ここ ee 








以上 、 地 方 E 

















治 法 第 9 9 条 の 規 


ーー 











E に よ 


























り 、 意 見 書 を 提出 し ます 。 








市 町 村 議会 名 


意見 書 の 内 容 








岩 手 町 





【 議 決 年 月 日 】 令 和 4 年 3 月 16 日 
【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 農林 水産 大 臣 
【 件 名 】 「 水 田 活用 の 直接 支払 交付 金 」 の 見 直し の 中 止 を 求め る 意見 書 








政府 は 、 深 刻 な 米価 下落 対策 に 十分 な 対策 を と ら な いま ま 、2021 年 11 月 19 日 、 新 た に 26 
万 トン の 主食 米 生産 数 量 を 削減 する 計画 を 発表 し まし た 。 

同時 に 、2022 年 度 か ら 「 水 田 活用 の 直接 支払 交付 金 」 を 見 直す こと を 発表 し まし た 。 そ 
の 内 容 は 、 “加工 用 ・ 飼 料 用 米 、 麦 、 大 豆 、 そ ば へ の 転作 は 今後 5 年 間 に 一 度 も 水 張り が 行 
われ な い 農 地 に つい て は 令 和 9 年 度 以降 交付 対象 と しない" “多年 生 作物 (牧草 ) に 対す 
る 支援 は 従来 すべ て の 飼料 作物 に つい て 3.5 万 円 /10 ア ー ル 交付 され て いた が 、 令 和 4 年度 
か ら は 、 当 年 産 に お いて 播種 を 行わ ず 収 穫 を 行う も の は 1 万 円 /10 ア ー ル と する ”" と いう も 
の で す 。 
これ が 実施 され れ ば 、 牧 草地 利用 な ど 、 転 作 に 協力 し て きた 農家 へ の 打撃 は 計り 知れ ま 
せん 。 減反 を 拡大 する 一 方 で 、 こ れ ま で 政府 に 長年 に わた っ て 協力 し て きた 農家 を 交付 金 
の 対象 か ら 排除 する こと は 到底 、 受 け 入 れ ら ませ ん 。 

以上 の 主旨 か ら 下 記 の 事項 に つい て 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 
を 提出 し ます 。 
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1 、「 水 田 活用 の 直接 支払 交付 金 」 の 見 直し は 行わ な いこ と 。 











市 町 村 議会 名 意見 書 の 内 容 








岩 手 町 | 【 議 決 年 月 日 】 令 和 4 年 3 月 16 日 
【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 財務 大 臣 厚生 労働 大 臣 
【 件 名 】 加 齢 性 難聴 者 の 補聴器 購入 に 対す る 公 的 支援 制度 創設 を 求め る 意見 書 








加 齢 性 難聴 は 、 コ ミュ ニケ ーション を 困難 に する な ど 日 常 生 活 を 不便 に し 、 生 活 の 質 を 
落と す 大 き な 原 因 と な る ば か りか 、 最 近 で は うつ 病 や 認知 証 の 危険 因子 に な る こと も 指摘 
され て いま す 。 こ の 聞こ え の 悪 さ を 克 服 し 、 音 や 言葉 を 聞き 取れ る よう に し 、 日 常 生 活 
快適 に 過ごす こと が で きる よう 補完 する の が 補聴器 で す 。 

日 本 の 難聴 者 率 は 、 欧 米 諸国 と 大 差 は あり ませ ん が 、 補 聴 器 の 使用 率 は 欧米 より か な り 
低く な っ て いま す 。 こ の 背景 に は 、 日 本 に お いて 補聴器 の 価格 が 高額 で も や る こと に 加え 、 
公 的 支援 制度 が 不 十分 な か こと が あり ます 。 欧米 で は 補聴器 を 医療 の カテ ゴリ ー と し て と ら 
え 、 両 耳 の 聴 カ レベ ル が 41 デ シベ ル 以 上 の 中 等 度 難聴 者 か ら 補 聴 問 購入 に 対す る 公 的 補助 
制度 が 確立 され て いま す 。 日 本 に お いて は 、 両 耳 70 デ シベ ル 以 上 の 高度 ・ 重 度 難聴 に 対し 
て 、 補 装具 支給 制度 に より 補聴器 の 購入 に 必要 な 補助 が 行わ れん て いま す が 、 そ の 対象 者 は 
わずか で す 。 

補聴器 が 更に 普及 すれ ば 、 高 齢 に な っ て も 生活 の 質 を 落と さ ず 、 心 身 と も に 健やか に 過 
ご すこ と が で き 、 誰 知 症 の 予防 、 ひ いて は 健康 寿命 の 延伸 、 医 療 費 の 抑制 に も つなが る と 
券 え られ て いま す 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 加 齢 性 難聴 者 の 補聴器 購入 に つい て 、 全 国 統 一 の 公 的 支援 制度 
を 創設 する よう 強く 要望 し ます 。 





















































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し 3 
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市 町 村 議会 名 意見 書 の 内 容 








平 泉 町 | 【 議 決 年 月 日 】 令 和 4 年 3 月 16 日 
【 提 出 先 】 衆 議院 議長 参議 院 議 長 内 閣 総理 大 臣 財務 大 臣 農林 水産 大 臣 
【 件 名 】 「 水 田 活用 の 直接 支払 交付 金 」 の 見 直し の 中 止 を 求め る 意見 書 


政府 は 、 深 刻 な 米価 下落 対策 に 十分 な 対策 を と ら な いま ま 、2021 年 11 月 19 日 、 新 た に 26 
万 トン の 主食 米 生産 数 量 を 削減 する 計画 を 発表 し まし た 。 

同時 に 、2022 年 度 か ら 「 水 田 活用 の 直接 支払 交付 金 」 を 見 直す こと を 発表 し まし た 。 そ 
の 内 容 は 、① 今 後 5 年 間 (2022 か ら 26 年 度 ) で 一 度 も 水 張 り (水稲 作付 ) が 行わ れ な い 農 
地 は 、27 年 度 以降 交付 対象 と しない 。⑨②@ 永 年 性 牧草 に つい て は 、 播 種 か ら 収穫 まで 行う 年 
は 現行 通り 10a 当 た り 3 万 5000 円 交付 。 収穫 の み を 行う 年 は 同 1 万 円 に 減額 する 。 ②③ 飼料 
米 な どの 複数 年 契約 は 、22 年 産 か ら 加 算 措置 の 対象 外 と する 。20、21 年 産 の 契約 分 は 108 
当たり 6000 円 加算 に 半減 する 。 と いう も の で す 。 

これ が 実施 され れ ば 、 永 年 生 作物 や 牧草 地 利 用 な ど 、 転 作 に 協力 し て きた 農家 へ の 打撃 
は 計り 知れ ませ ん 。 減反 を 拡大 する 一 方 で 、 こ れ ま で 政府 に 長年 に わた っ て 協力 し て きた 
農家 を 交付 金 の 対象 か ら 排除 する こと は 到底 、 受 け 入 れ ら ませ ん 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 水 田 活用 の 直接 支払 交付 金 の 見 直し を 中 止 さ れる よう 強く 求め 
ます 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議会 名 


意見 書 の 内 容 








矢 巾 町 


新型 コロ ナ 
療 を は じ め と 









































あり ます 。 





コロ ナ 袖 に お 


























望 し ます 。 





益 か され る 事態 が 繰り 返し 起き て いま す 。 
この コロ ナ 福 で 明らか に な っ た こと は 、 感 染 症 対策 を 中 心 的 に 担う 公立 ・ 公 的 病院 の 役 
割 の 重要 性 、 お よび 感染 症 病床 や 集中 治療 室 の 大 幅 な 不足 、 医 師 、 看 護 師 ・ 介 護 職員 の 人 
上 員 不 足 、 保 健 所 ・ 保 健 帥 の 不足 な ど で す 。 これ ら の 諸 問 題 の 背景 と し て 、9 0 年 代 後 半 か 
ら 続い て きた 医療 ・ 介 護 ・ 福 祉 な どの 社会 保障 費 な ら び に 公衆 衛生 施策 の 削減 ・ 抑 制 策 が 


加え て 、 7 5 歳 以 上 の 医療 費 
護 基準 の 引き 下げ な ど 、 国 民 の 


国民 の いのち と 健康 、 暮 らし を 守り 、 新 た な ウイ ルス 成 染 症 や 大 規模 災害 な どの 事態 に 備 
える こと が 喫 忠 の 課題 と な っ て いま す 。 
以上 を ふま え 、 地 域 住 民 の いのち と 健康 を 守る 立場 か ら 下 記 の 事項 に つい て 国 に 要 


【 議 決 年 月 日 】 令 和 4 年 3 月 17 日 
【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 財務 大 臣 総務 大 臣 厚生 労働 大 臣 
【 件 名 】 安全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 ・ 福 祉 の 実現 と 国民 の いのち と 健康 を 守る た め の 


意見 書 











ウイ ルス に よる 感染 拡大 は 、 経 済 活動 や 国民 生活 に 深刻 な 影響 を 及ぼ し 、 医 
し た 社会 保障 ・ 社 会 福祉 体制 の 脆弱 さ を 鮮明 に し て 、 国 民 の いのち と 健康 が 















































































































































負担 、 介 護 保険 料 等 の 社会 保険 料 負担 、 年 金 や 生活 保 
a 担 も や ます ます 重く な る ば か り で す 。 
介護 ・ NC De a 





























[名 緒 








お ける 教訓 は 、 医療 



























































記 





























1 安全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 ・ 福 祉 提供 体制 を 確保 する こと 
① 医師 、 看 護 師 、 医 療 技術 職員 、 介 護 職 員 等 を 大 幅 に 増員 し 、 夜 勤 改 善 等 、 勤 務 環境 



















































































3 社会 保障 ・ 


と 処遇 を 改善 する こと 。 
② 公立 、 公 的 病院 の 再編 統合 や 病床 削減 方 針 を 見 直す こと 。 
2 保健 所 の 増設 な ど 公 衆 衛生 行政 の 体制 を 拡充 し 、 保 健 師 等 を 大 幅 に 増員 する こと 。 




































































社会 福祉 に か か わる 国庫 負担 を 増額 し 、7 5 歳 以 上 の 窓口 負担 2 倍 化 を 中 


























止 す る な ど 




















和民 負担 を 軽減 する こと 。 





























以上 、 地 方 E 




















治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 、 意 見 書 を 提出 し 
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市 町 村 議会 名 


意見 書 の 内 容 








矢 巾 町 

















【 議 決 年 月 日 】 令 和 4 年 3 月 17 日 
出 ei 















































に 対す る 


CC も 高騰 が 続い て いる 












































難 に な り 、 耕 作 放 生 
の 見 直し に 関し て 、 


巧 地 の } 
現場 の 4 

































































a 農村 を 取り 巻く 環境 は 、 農 業者 の 減少 、 
こよ り 、 大 変 厳し い 状況 下 に あり 3 
活用 の 直接 支払 交付 金 の 見 直 
E 産 現場 で は 農地 の 集積 ・ 























記 


E す 。 ーー こう じじ た 


半生 











価 の 見 直し に つい て は 
E 度 か ら の 運 

















高齢 化 の 進行 、 輸 入 農産 物 の 増 
中 、 令 和 3 年 1 1 月 3 0 日 、 

し 」 が 示さ れ ま し た 。 特に 
集約 に 取り 組み な が ら 、 
対象 か ら 除 外さ れる 農地 が 出る こと に より 、 農 地 の 維 持 が 
te oo こと が 懸念 され ます 。 
略 作物 助成 の 
で 、 令 和 4 








産地 づく り 











か ら 除 外さ れる こと に より 、 農 地 の 維 持 や 農業 水利 施設 の 管理 が 困 






























































う 予算 の 充実 確 


E 生 作物 の 扱い に つい て は 、 


作付 し て いる が 、 今 回 の よう な 


ヨ 治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 、 意 見 書 








に アル 
言 穴 

































































当 加 や 離農 者 の 増加 等 が 懸念 され る こと か ら 
E 産 者 の 意見 を 聴 1 
] 米 の 作付 に 転換 を 進め る に あたっ て は 
E 保 や 、 畑作 化 へ の # 
i Ga a 




















4 給 飼料 確保 の た め 











な 見 直し に より 4 























財務 大 臣 農林 水産 大 臣 内 閣 官房 長官 衆議院 議 





農林 水 





交付 対象 水田 の 
に 取り 組ん 
困難 と な り 耕 














、 海 外 か ら の 
] は 余り に も 急 で あり 、 








目 











現場 


場 へ の 大 き な 混乱 や 常 農 断念 が 生じ な いよ う 、 下 記事 項 に つい て 要請 



































欲 を 失わ ず 、 生 


際 続 文 援 に 加え 、 販 路 等 の 新規 


活用 交付 金 
友 し た 上 で 、 一 旦 和 折紙 と する こと 。 
、 生 産 者 が 営農 意 

















に 牧草 を 
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rr 
nl 
上 エ 
上 上 
ご 
Qc 





ます 。 


NA 
畜産 農家 の 営農 意欲 の 減退 や 営農 断念 が 生じ な いよ う 適 正 か つ 慎 重 な 対応 を 行う こと 。 








市 町 村 識 会 名 意見 書 の 内 容 








陸前 高田 市 | 【 議 決 年 月 日 】 令 和 4 年 3 月 18 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 参議 院 議 長 内 閣 総理 大 臣 総務 大 臣 財務 大 臣 
厚生 労働 大 臣 
【 件 名 】 加 齢 性 難聴 者 の 補聴器 購入 に 対す る 公 的 支援 制度 の 創設 を 求め る 意見 書 





加 齢 性 難聴 は 、 コ ミュ ニケ ーション を 困難 に する な ど 日 常 生 活 を 不便 に し 、 生 活 の 質 を 
落と す 大 き な 原 因 と な る ば か りか 、 最 近 で は 和 錦 病 や 認知 症 の 危険 因子 と な る こと も 指摘 さ 
れ て いる 。 こ の 聞こ え の 悪 さ を 克 服 し 、 音 や 言葉 を 聞き 取れ る よう に し 、 日 常 生 活 を 快適 
に 過ごす こと が で きる よう 補完 する の が 補聴器 で ある 。 

我が国 の 難聴 者 率 は 、 欧 米 諸国 と 大 差 は な い が 、 補 聴 器 の 使用 率 は 欧米 と 比べ て 低く 、 
我が国 で の 補聴器 の 普及 が 求め られ て いる 。 し か し 、 我 が 国 に お いて 補聴器 の 価格 は 片 
当たり お お むね 1 5 て 3 0 万 円 で あり 、 医 療 保険 適用 で は な いた め 全 額 自 己 負担 と な る 。 
そこ で 国 に お いて は 、 身 体 障 害 者 福祉 法 第 4 条 に 規定 する 身体 障がい 者 で ある 高度 ・ 重 度 
難聴 ( 両 耳 7 0 デシ ベル 以上 等 の 身体 障害 者 手帳 6 級 以 上 ) に 対し て 、 補 装具 支給 制度 に 
より 補聴器 の 購入 に 必要 な 補助 を 行っ て いる が 、 そ の 対象 者 は わずか で あり 、 多 く の 方 は 
自費 で 購入 し て いる 。 

欧米 で は 、 補 聴 器 購入 に 対し 公 的 補助 制度 等 が あり 、 我 が 国 に お いて も 、 一 部 の 自治 体 
で は 高齢 者 へ の 補聴器 購入 に 対し 補助 を 行っ て いる が 、 補 聴 器 が 更に 普及 すれ ば 、 高 齢 に 
な っ て も 生活 の 質 を 落と さ ず 、 心 身 共 に 健やか に 過ごす こと が で き 、 誰 知 症 の 予防 、 ひ い 
て は 健康 寿命 の 延伸 、 医 療 費 の 抑制 に も つなが る と 考え る 。 
殊 に も 、 高 齢 化 率 が 40. 2% と 高く 、 過 疎 傾向 に ある 集落 や 災害 公営 住宅 等 に お ける 
独居 高齢 者 が 多い 本 市 に あっ て は 、 見 守り 訪問 時 の 呼び 出し 音 な ど が 聞こ えな い 方 も お り 、 
直 聴 器 は 上 日常 生 活 に 不可 欠 と 思料 する 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 こ うし た 課題 に 対応 する た め 、 補 装具 制度 の 対象 と な ら な い 加 
齢 性 難聴 者 の 補聴器 購入 に つい て 、 全 国 統 一 の 公 的 支援 制度 を 創設 する よう 強く 要望 する 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 識 会 名 


意見 書 の 内 容 








陸前 高田 市 





【 議 決 年 月 日 】 令 和 4 年 3 月 18 日 


【 提 出 先 】 衆議院 議長 参議 院 議 長 内 閣 総理 大 臣 財務 大 臣 農林 水産 大 臣 
経済 産業 大 臣 環境 大 臣 
【 件 名 】 海洋 環境 の 変化 等 に よる 磯 焼け 、 具 毒 の 発生 及び 主力 魚 種 の 不 漁 に お ける 


原因 究明 と 対策 に 係る 意見 書 














本 市 に お いて は 、 磯 焼け の 被害 が 深刻 と な っ て お り 、 資 源 回 復 の た め に アワ ビ 漁 を 2 年 
間 見 送っ た 一 部 地域 も あわ る な ど 、 磯 焼け 被害 へ の 抜本 的 な 対策 が 急務 と な っ て いる 状況 で 
ある 。 
また 、 本 市 海域 に お いて は 、 ホ タテ 貝 、 ホ ヤ 等 の 水産 物 に 貝 毒 (麻痺 性 、 下 痢 性 ) が 発 
生 し 、 出 荷 の 自主 規制 が 頻繁 化 か つ 長 期 化 し て いる 状況 で ある 。 
加え て 、 本 県 沿岸 地域 の 主力 魚 種 で ご あわ る サケ の 水揚げ が 東日本 大 震 災 前 と 比較 し て 大 幅 
に 減少 し て いる と ころ で ある 。 

これ ら の 漁業 被害 は 、 地 球 温暖 化 等 に 伴う 近年 の 海洋 環境 の 変化 等 が 原因 の 一 つと 考え 

られ る が 、 水 揚 量 や 水 揚 額 の 減少 と 貝 毒 の 発生 に よる 出荷 規制 の 長期 化 は 漁業 者 の みな ら 
ず 、 水 産 加工 業 や 商業 、 観 光 業 、 物 流 分 野 等 に も 波及 し 、 更 に は 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 成 
染 症 の 影響 に よる 外食 需要 の 減少 も あり 、 漁 業 を 取り 巻く 環境 は 厳し い 状況 と な っ て いる 。 

つい て は 、 水 産物 の 持続 可能 な 水 揚 量 等 の 再生 ・ 保 全 が 重要 で ある こと か ら 、 国 に お い 
て は 、 水 産業 の 振興 の た め の 方 針 を 示し 、 必 要 な 財源 等 を 確保 し た 上 で 次 の 事項 に つい て 
迅速 に 取り 組ま れる よう 要望 する 。 
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記 

1 岩手 県 が 令 和 3 年 3 月 に まとめ た 「 藻 場 保全 ・ 創 造 方 針 」 で は 、 本 市 の 藻 場 面積 は 、 
東日本 大 震 災 前 と 比較 し 、 約 8 6 % も 減少 し た こと が 確認 され て お り 、 県 内 沿岸 市 町 村 
で 最大 で ある 。 磯 焼け の 抜本 的 な 対策 の 実施 を 求め る 。 

2 貝 毒 の 発生 に 伴う 出荷 の 自主 規制 に お いて は 、 出 荷 時 期 を ずら す 等 の 調整 を 行い 、 生 
4 主 的 に 対策 を 行っ て いる が 、 漁 業 経営 に は 大 き な 影 響 が 出 て いる 。 貝 毒 が 発生 
する 原因 究明 と 抜本 的 な 対策 の 実施 を 求め る 。 

3 主力 魚 種 で ご ある サケ の 水 揚 量 が 減少 し て いる こと に つい て 、 現 状 の 水 揚 量 の 減少 が 継 
続 し た 場合 、 親 魚の 減少 に より 採 捕 放流 事業 が 成り 立た な い 状 況 に な る も の と 危 恨 し て 
いる 。 原 因 究 明 と 抜本 的 な 対策 の 実施 を 求め る 。 





























































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
八幡 平 市 | 【 議 決 年 月 日 】 令 和 4 年 3 月 18 日 





【 提 
【 件 


政府 は 、 深 刻 な 米価 下落 対策 に 十分 な 対策 を と ら な いま ま 、2021 年 11 月 19 日 、 


名 】 








万 トン の ヨ 


同時 に 、 


その 内 容 は 、 











E 食 用 米 4 


2022 年 度 か ら 「 水 E 
「 加 工 用 ・ 飼 料 用 


E 産 数 量 を 削減 する 衣 


出 先 】 内 閣 総理 大 臣 農林 水産 大 臣 
「 水 田 活 用 の 直接 支払 交付 金 」 の 見 直し の 中 止 を 求め る 意見 書 


























活 
































り が 行わ れ な い 農 地 に つい て は 令 和 9 


に 対す る 支援 は 従来 すべ て の 飼 * 
当年 産 に お いて 播種 を 行わ ず 収 穫 を 行う も の は 1 万 


で 


これ が 実施 され れ ば 、 
は 計り 知れ 3 
































永年 生 作物 や 牧草 地 利 / 


























HH など 、 転 作 に 協力 し て きた 農家 へ の 打撃 








新た に 26 








「[ 画 を 発表 し まし た 。 

の 直接 支払 交付 金 」 を 見 直す こと を 発表 し まし た 。 
米 、 麦 、 大 豆 、 そ ば へ の 転作 は 今後 5 年間 に 一 度 も 水 張 
E 度 以降 交付 対象 と し な い 」、 
作物 に つい て 3.5 万 円 /10 a 交付 され て いた が 、 令 和 4 年 






































「 多 年 生 作物 (牧草 ) 

















]/10a と する 」 と いう も の 














E せ ん 。 減反 を 拡大 する 一 方 で 、 こ れ ま で 政府 に 長年 に わた っ て 協力 し て きた 








農家 を 交付 金 の 対象 か ら 排 除 す る こと は 、 到 底 受 け 入 れ ら れ ま せん 。 


以上 の 趣旨 か ら 、 ト 下記 の 


ます 。 





1、「 水 日 

















『 項 に つい て 、 地方 自治 法 第 99 条 の 規定 


記 
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こよ り 意 見 書 を 提出 し 





日活 用 の 直接 支払 交付 金 」 の 見 直し は 行わ な いこ と 。 








市 町 村 識 会 名 


意見 書 の 内 容 








西 和 貨 町 





【 議 決 年 月 日 】 令 和 4 年 3 月 18 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 参議 院 議長 内 閣 総理 大 臣 財務 大 臣 農林 水産 大 臣 
【 件 名 】 令 和 4 年 度 の 水田 活用 の 直接 支払 交付 金 の 見 直し に 関す る 意見 書 




















今般 、 国 か ら 令 和 4 年度 の 水田 活用 の 直接 支払 交付 金 の 見 直し が 示さ れ ま し た 。 特に も 
交付 対象 水田 の 扱い に つい て は 、 生 産 現場 で は 農地 の 集積 、 集 約 に 取り 組み な が ら 産 地 づ 
くり に 取り 組ん で きた な か で 、 交 付 対 象 か ら 除 外さ れる 農地 が 出る こと に より 、 農 地 の 維 
寺 が 困難 と な り 耕 作 放 棄 地 の 増加 に つなが る こと 等 懸念 の 声 が あがっ て いま す 。 
また 、 多 年 生 作物 (牧草 ) に 対す る 戦略 作物 助成 の 単価 の 見 直し に つい て は 、 現 在 、 海 
外 か ら の 輸入 乾 牧草 も 高騰 し て いる 状態 が 続い て いる な か で 、 令 和 4 度 か ら の 運用 は あま 
り に 急 で あり 、 現 場 に 混乱 を きた し て いま す 。 さ ら に は 、 了 球場 整備 に 取り 組む 地域 に お い 
て は 、 営 農 計 画 の 再 検討 が 必要 と な り 、 地 域 特色 を 生か し た 営農 の 展開 へ の 影響 な ども 懸 
汚さ きれ て お り ま す 。 

令 和 4 年 度 の 水田 活用 の 直接 支払 交付 金 の 見 直し に つい て は 、 生 産 者 が 意欲 を 持っ て 作 
付 し 、 将 来 に わた っ て 安定 的 な 営農 、 農 地 の 維 持 が 展望 で きる よう 、 現 場 の 課題 を 十分 に 
検証 し た うえ で 制度 設計 が な され る よう 、 次 の 事項 に つい て 強く 要望 し ます 。 

訪 

1 今回 の 見 直し に より 、 交 付 金 の 対象 水田 か ら 除 外さ れる こと に より 、 農 地 維 持 や 農業 
水利 施設 の 管理 が 困難 に な り 、 耕 作 放 乗 地 の 増 加 や 離農 者 の 増加 等 が 懸念 され る こと か 
ら 、 運 用 に あたっ て は 、 丁 寧 な 説明 を 行う と と も に 、 生 産 現場 の 実態 や 課題 を 十分 に 踏 

まえ て 進め る こと 。 

2 農地 お よび 集落 の 維持 の た め 、 交 付 対象 水田 を 畑地 化し た 場合 に あっ て も 、 土 地 利 用 
型 の 営農 形態 で も 生産 者 の 所 得 が 減少 せ すず 、 意 欲 を 持っ て 生産 活動 に 取り 組め る よう 、 
新た な 支援 措置 を 速やか に 講じ る こと 。 

3 多年 生 作物 (牧草 ) の 扱い に つい て は 、 間 産 農家 は 自給 飼料 確保 の た め に 水田 を 賃借 
し て いる 。 今回 の よう な 唐突 な 見 直し に より 交付 金 が 削減 され た 場合 、 賃 借 料 の 負担 が 
大 きく な り 、 賃 貸借 契約 の 継続 に も 影響 を 及ぼ すこ と か ら 、 営 農 計 画 等 を 十分 に 検討 す 
る 期間 を 設け る こと 。 
























































2 













































































































































































































































































ml 



























































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 する 。 
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